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シンガポール進出時の税務的留意点－外国子会社合算税制について－ 

 
 
 

1. はじめに 
 

 日本からアジア諸国への進出の足掛かりとして、また海外子会社を統括する地域統括拠点とし

てシンガポールは広く日系企業に選ばれてきました。背景として、シンガポールの地理的優位性、

優秀な人材確保の容易さ、安定した政治体制、柔軟な各種規制、IT や金融等のインフラ充実等の

観点から事業活動を行いやすい国であることが挙げられます。さらには、シンガポールのさまざ

まな税制上のメリットを活用してグループ全体の実効税率を引き下げるといったこともシンガ

ポールで事業を行うインセンティブになり得ます。 

 

シンガポール法人を通じて税制上のメリットを享受しようとする場合に注意しなければなら

ない日本の制度の一つが外国子会社合算税制（タックスヘイブン対策税制）です。この制度に  

定める一定の基準に抵触した場合、日本法人の子会社であるシンガポール法人で稼得した所得の

全部または一部が、日本の親会社の所得として日本で法人税等の課税（合算課税）がされること

になります。シンガポールの法人税率は 17%で同制度上のいわゆる軽課税国に該当します。その

ため、日系企業がシンガポールで事業を行う際には、外国子会社合算税制は必ず留意しなければ

ならない論点の一つといえます。 

 

外国子会社合算税制の概要は、国税庁のホームページなどインターネット上で詳細な解説がさ

れています。そのため、本稿では制度解説は概要に留めて、シンガポール法人に着目したときに

外国子会社合算税制適用上で特に留意しなければならない論点を中心に解説します。 
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2. 外国子会社合算税制の概要 

 

① 制度の概要 

外国子会社合算税制は、実質的活動を伴わない外国子会社等を通じた課税回避行為に対して、

当該外国子会社の所得を日本の親会社の課税所得に合算して日本で法人税等の課税（合算課税）

を求める制度です。シンガポールの法人税率（17%）は、同制度に定める基準税率（20%）を    

下回りますので、いわゆる軽課税国に該当し外国子会社合算税制の検討が必要になります。 

 

 

 

具体的には、下記フローチャート1に沿って合算課税適用の判定を行うことになります。 

 
1 外国子会社合算税制に関する Q&A 6 頁（国税庁ホームページ）より抜粋 

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/hojin/180111/pdf/01.pdf 

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/hojin/180111/pdf/01.pdf
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出所：外国子会社合算税制に関する Q&A 6 頁（国税庁ホームページ） 

 

② シンガポール法人の判定手順 

まずはじめに、日本法人または日本居住者である個人が、当該シンガポール法人の発行済株式

等の 50%超を保有または実質的に支配している場合には「外国関係会社」に該当し、フローチャ

ートに沿って合算課税の判定を行うことになります。なお、ここでの保有割合等の判定は 50％超

が基準となりますので、例えばローカル企業と 50％ずつ出資するジョイントベンチャーのシンガ

ポール法人であれば、外国関係会社には該当しません。また、保有割合の判定にあたっては、  

日本法人または日本居住者と特殊の関係のある海外在住の個人（特殊関係非居住者2）も含めて

50％を超えるかの判定を行うことになるため留意が必要です。 

 

 
2 特殊関係非居住者には、日本居住者の親族・使用人等や日本法人の役員等を含みます。 
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次に、ペーパーカンパニー、事実上のキャッシュボックス、ブラックリストの検討を行います。

事業の場所や管理支配が行われている場所がシンガポール国内にない法人はペーパーカンパニ

ーに該当し、金融資産等の保有割合および 受動的所得の割合が高い法人が事実上のキャッシュ

ボックスに該当します。なお、シンガポールはブラックリスト国には該当しません。シンガポー

ル法人がペーパーカンパニーまたは事実上のキャッシュボックスのいずれかに該当する場合に

は、当該シンガポール法人の所得を会社単位で合算課税（すなわち日本の親会社の法人税等の 

課税所得計算上でシンガポール法人の所得を  合算）して日本で申告する必要が生じます。 

 

当該シンガポール法人がペーパーカンパニーおよび事実上のキャッシュボックスに該当し 

ない場合ですが、この場合であってもシンガポール法人は原則として租税負担割合が 20％未満で

あるため、経済活動基準（実質的活動を伴う法人であることを判断する四つの基準）による判定

を行うことになります。経済活動基準のうち一つでも要件を充足しない場合には、ペーパーカン

パニー等と同様に会社単位で合算課税の対象となります。さらに、経済活動基準をすべて充足す

る場合であっても、租税負担割合が 20％未満の場合には一定の受動的所得は合算課税の対象にな

るため留意が必要です。 

 

なお、一定の受動的所得は下表3のとおりに計算することとされています。また、少額判定とし

て、受動的所得として合算課税の対象となる金額（部分適用対象金額）が、税引前当期利益の 5％

以下または 2,000 万円以下である場合には、受動的所得の合算課税は適用免除となります。 

 

 
3 令和元年税制解説の解説 643 頁（財務省ホームページ）より一部加工のうえ抜粋 

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11344177/www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2019/explan

ation/pdf/p0563-0711.pdf 

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11344177/www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2019/explanation/pdf/p0563-0711.pdf
https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11344177/www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2019/explanation/pdf/p0563-0711.pdf
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出所：令和元年税制解説の解説 643 頁（財務省ホームページ）より一部加工 

 

 

3. 統括会社における外国子会社合算税制の留意点 

 

シンガポール法人では海外拠点の統括機能的な役割を担っているケースが散見されますが、 

各種の統括機能は外国子会社合算税制のトリガーとなる要因を多く含んでいます。ここでは、 

シンガポール法人が典型的に担っていると思われる統括機能である、中間持株機能、物流統括 

機能および金融統括機能の三つの機能について、それぞれ外国子会社合算税制判定上の留意点に

ついて説明します。 

 

① 中間持株機能 

シンガポール法人は、ほかの外国子会社（特に東南アジア域内の子会社）の中間持株会社とな

っている事例が数多くみられます。あるシンガポール法人の主たる事業が子会社株式等の保有で
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ある場合、当該シンガポール法人は、原則として上記 1.①のフローチャートの「A.事業基準」に

抵触し、会社単位の合算課税が適用されるため留意が必要となります。 

 

ただし、例外として、2 以上の被統括会社4に統括業務を行うことなどの一定の要件を満たす―

統括会社5は、主たる事業が株式等の保有であったとしても事業基準を充足するものとして取り扱

われます。 

 

さらに、もう一つ重要な論点として理解しておきたいのは、仮にシンガポール子会社が事業 

基準に抵触し、会社単位の合算課税が適用されることになった場合であっても、当該シンガポー

ル法人が 25％以上出資する子会社からの配当収入は合算対象金額から除外されている点です。 

例えば、会社単位の合算課税の対象となるシンガポール法人の所得が、そのシンガポール法人が

100％保有する子会社（日本法人からみると孫会社等）からの配当収入のみである場合には、  

合算課税対象金額はゼロということになり、結果的に納税額に影響を及ぼさないということにな

ります。 

 

 

② 物流統括機能 

シンガポール法人が、グループ会社間の商流に入って支払期間の調整や為替リスクを集約する

といった金融機能を果たすような、いわゆるリインボイスの役割を担っている会社があります。

このような場合には、主たる事業が卸売業であるとして、上記 1.①のフローチャートの「D.非  

関連者基準」に抵触しないかが検討課題となります。非関連者基準とは、売り上げまたは仕入れ

 
4 租税 39 措置法施行令の 14 の 3 ⑱⑲ 

5 租税措置法施行令 39 の 14 の 3 ⑳ 
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のいずれかの取引額の 50%超は非関連者（グループ外の取引先）との取引でなければならないと

いう基準で、売り上げも仕入れも主に関連会社と取引をしているシンガポール子会社はこの基準

に抵触する恐れがあります。 

 

しかし、一定の基準を満たすシンガポール統括会社が、その支配する被統括会社（日本法人を

除く）との間で行う取引は、非関連者との取引とみなして判定することとされています。これに

よって、リインボイス機能を有するシンガポール法人であっても非関連者基準を充足し、合算課

税の対象とならないケースもあります。 

 

 

③ 金融統括機能 

シンガポール法人がハブとなるグループ内でのローン等を通じて、日本に資金を還流すること

なく、域内で資金融通を完結するという金融統括機能を有するケースも考えられます。この場合

に外国子会社合算税制で論点となるのが、受動的所得の合算課税です。租税負担割合が 20％未満

である法人は、たとえ経済活動基準のすべてを満たす場合であっても、実質的活動の伴わない事

業から得られる所得（いわゆる受動的所得）については合算課税の対象とされています。上記 1.

②の表に記載のとおり、受動的所得には「受取利子等」が含まれますので、シンガポール子会社

がほかの関連会社等から受け取る貸付金利子等は、原則として合算課税の対象に該当します 

（少額判定で適用免除となる場合を除きます）。 

 

しかし、当該シンガポール法人が一定のグループファイナンス会社に該当する場合には、その

関連会社等から受け取る貸付金利子の額は、受動的所得の合算課税対象から除かれます。ここで



 
 

 

 

 

Copyright©2022 JETRO. All rights reserved. 禁無断転載 

8 

いう一定のグループファイナンス会社に該当するためには、金銭の貸し付けに係る事務所等を 

シンガポール国内に有し、かつ、シンガポールにおいてその役員または使用人がその貸付事業を

的確に遂行するために通常必要と認められる業務（財務業務・貸付業務）のすべてに従事してい

ること6が要件とされています。 

 
6 外国子会社合算税制に関する Q&A 32 頁 Q11（国税庁ホームページ） 

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/hojin/180111/pdf/01.pdf 


